
◇ 食の安全安心推進会議開催事業

■ みやぎ食の安全安心県民総参加運動事業 ＜食暮１＞

・ 食の安全安心消費者モニター制度事業　【ビ】

・ 食の安全安心取組宣言事業　【ビ】

・ 食の安全安心相互交流理解度アップ事業

◇ 食品営業施設取締指導事業

◇ ふぐ試験関係事務費

◇ 食品衛生資質向上対策事業

□ 食中毒防止総合対策事業

■ 食品検査対策事業

・ 輸入食品等検査対策事業　【ビ】 ＜食暮２＞

■ 放射性物質検査対策事業【復】（再掲） ＜食暮３＞

◇ 保健環境センターＧＬＰ管理事業

◇  かき処理指導事業

◇ と畜食肉指導監督事業

◇ 検査員資質向上対策事業

◇ 食肉衛生検査所管理運営事業

◇ 食鳥肉検査事業

◇ 牛海綿状脳症検査事業

◇ 水道水質維持管理指導事業

◇ 環境衛生監視指導事業

◇ クリーニング師関係事務事業

◇  ビル管理対策事業

◇ 生活衛生営業関係団体指導事業

◇ 生活衛生営業指導センター助成事業

◇ 生活衛生関係営業振興対策事業

◇  狂犬病予防飼犬取締指導

■ 動物愛護推進事業費【ビ】 ＜食暮４＞

◇ 動物保護管理事業

◇ 畜舎化製場指導事業

◇ 動物愛護センター管理運営費

（注）■：主要事業　　【ビ】新・宮城の将来ビジョン推進事業　　【復】復興・サポート推進事業

[施策体系]

Ⅱ．安全安心社会の現実

　２　食の安全安心の推進
　３　生活衛生対策の推進

 獣疫衛生対策の推進

◇ 食品表示適正化事業

 動物適正飼養管理対策

■ 放射性物質検査対策事業【復】 ＜食暮３＞

 環境衛生対策の推進

 水道水質管理の推進

 狂犬病予防飼犬取締指導

 食品の衛生対策

 かき処理指導

 食肉の安全確保対策

食と暮らしの安全推進課

食の安全安心確保対策の推進  みやぎ食の安全安心推進会議

 食品安全対策の推進

 みやぎ食の安全安心県民総参加運動

Ⅳ．被災地の復興完了に向けたサポート

 水道水質維持管理指導

 環境衛生監視指導

 食品表示適正化対策

 生活衛生関係営業団体指導
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［施策の概要］  

 

１ 食の安全安心確保対策の推進 

○ 県民が健やかな食生活を営むための食品の安全性及び信頼性（以下「食の安全安心」という。）

の確保に向け、「みやぎ食の安全安心推進条例」及び「食の安全安心の確保に関する基本的な計画

（第４期）（計画期間：令和３年度～令和７年度）」に基づき、食の安全安心の確保に関する施策

を総合的かつ計画的に推進する。 

  特に、「みやぎ食の安全安心消費者モニター制度事業」及び「みやぎ食の安全安心取組宣言事

業」を中心に、消費者、生産者・事業者及び行政が協働して取り組む「みやぎ食の安全安心県民総

参加運動事業」を重点的に推進する。 

○ 食品表示の適正化を図るため、国、市町村、庁内所管部署及び関係機関との連携を強化し、適切

な監視、指導を行う。 

 

２  食品安全対策の推進 

○ 食品衛生監視指導計画に基づく重点監視や一斉監視等の計画的・効果的な実施のほか、食品の規

格基準等の検査、食品中のアレルギー物質等の調査及び遺伝子組換え食品の検査等を実施し、飲食

に起因する危害の防止を図る。 

○ 輸入食品の流通量が増加していることから、輸入食品取扱業者に対する監視指導を実施し、輸入

農産物等について、残留農薬や残留動物用医薬品等の検査を行う。 

○ 県内産牛や製造加工された流通食品等について、「農畜水産物等の放射性物質検査計画」に基づ

く検査を実施する。 

○ 食中毒が発生した場合は、原因を究明するための調査等を迅速に行うことで危害の拡大を防止す

るとともに、営業者や県民に対し、パンフレットの配布や講習会の実施等による啓発を行い、近年、

広域化・大型化している食中毒の発生を未然に防止する。 

○ 食肉等の安全を確保するため、と畜検査の実施により疾病等を排除するとともに、残留動物用医

薬品の検査等を実施する。また、と畜場、食鳥処理場への衛生指導を行い、ＨＡＣＣＰによる衛生

管理を推進する。 

○ 営業者に対し、ＨＡＣＣＰ（危害分析・重要管理点方式）に関する講習会を開催するほか、ＨＡ

ＣＣＰ導入・実践支援制度の活用を促すなど、ＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入・定着を推進する。 

 

３  水道水質管理の推進 

○ 宮城県水道水質管理計画に基づき、水道事業者等による水質検査及び水質監視等の適正かつ計画

的な実施を推進し、水道及び簡易給水施設に係る水質管理の徹底を図るとともに水道に起因する衛

生上の危害発生を防止する。 

○ 水系感染症の原因となるクリプトスポリジウム等の耐塩素性病原微生物について、検査体制を維

持するとともに、県の水道事業体に対し、水質検査計画に基づく適切な水質管理の実施指導を行う

など安全な水道水の安定供給を図る。 

 

４  環境衛生対策の推進 

○ 生活衛生関係営業施設に対し、「生活衛生関係営業施設監視指導実施要領」に基づき、重点監視

施設を定め、計画的・効率的な監視指導を行うとともに、経営の健全化と振興を促進するほか、ビ

ル等の衛生対策を行い、衛生水準の向上及び快適な生活環境の確保に努める。 

○ 多人数が利用する旅館・公衆浴場におけるレジオネラ症の発生を防止するため、施設の営業者等へ

の適切な指導を行う。 
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５  獣疫衛生対策の推進

○ 「宮城県動物愛護管理推進計画」に基づき、「人と動物が共生できる社会」を実現するため、生

命を大切にする心を育むとともに、動物による危害や迷惑を受けることのないよう動物の習性や生

態について正しい理解を促すほか、飼養者に対し適正な飼養管理を普及啓発する。

○ （公社）宮城県獣医師会が行う「飼い主のいない猫の不妊去勢助成事業」に対する補助を継続し、

飼い主不明猫の無秩序な繁殖を抑制するとともに、ボランティアの協力を得て幼齢の子猫等の飼養

管理を行うことにより、育成困難を理由に収容中に死亡していた子猫等を新たな飼い主への譲渡に

つなげるミルクボランティア事業を通じ、引取り・殺処分頭数の減少を図る。

○ 狂犬病の発生や人への感染及び飼い犬による危害を防止するため、飼い主の遵守事項並びに飼い

犬のけい留義務の励行等、飼い犬取締りの強化を図る。
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主 要 事 業 概 要    ＜食暮１＞ 

事  業  名 みやぎ食の安全安心県民総参加運動事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 食と暮らしの安全推進課食品企画班(内線2643) Ｒ６当初予算額 ２，０８１千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和３年度～令和７年度

補助・単独の別 単独 補 助 率 ―

根 拠 法 令 みやぎ食の安全安心推進条例、食の安全安心の確保に関する基本的な計画（第４期）

事

業

目

的

「安全で安心できる食」の実現を目指し、持続的かつ着実な取組みが図られるよう「みやぎ食の安全

安心推進条例」及び「食の安全安心の確保に関する基本的な計画」(第４期)に基づき、「みやぎ食の安

全安心消費者モニター制度事業」及び「みやぎ食の安全安心取組宣言事業」を中心に、消費者、生産者・

事業者及び行政の協働した取組みとして「みやぎ食の安全安心県民総参加運動」を展開する。

事

業

計

画

１ みやぎ食の安全安心消費者モニター制度事業（１，２３４千円） 【新・将来ビジョン推進事業】

県民総参加での食の安全安心確保対策の推進に向け、消費者としての積極的役割を果たす人材を

育成するため、みやぎ食の安全安心消費者モニターを募集、登録する。

事業内容としては、モニターアンケートの実施やモニターだよりの発行、研修会の開催に加え、参

加型・体験型の食品工場見学会や生産者との交流会を開催するほか、食品表示のモニタリング調査

を行う食品表示ウォッチャーを食の安全安心消費者モニターから募集する。

２ みやぎ食の安全安心取組宣言事業（２４５千円） 【新・将来ビジョン推進事業】

生産者・事業者が、県の定めるガイドラインに基づき食の安全安心に関する自主基準を定め、公開

（取組宣言）することにより、食の安全安心に係る意識の高揚を図るとともに、消費者が安全で安心

な食品等を選択する目安とする。

事業内容としては、県ホームページで取組宣言者の自主基準を公開するほか、各種広報媒体やモ

ニターだよりなどにより、事業の周知や取組宣言者の紹介を行う。

                                           

３ 食の安全安心相互交流理解度アップ事業（６０２千円）

消費者、生産者・事業者及び行政等が連携して食の安全安心の確保に向けた取組を推進するため、

食の安全安心セミナーを開催するとともに、より地域に密着した食の安全安心に関するテーマにつ

いて県内広域圏ごとに地方懇談会を開催し、情報共有・意見交換を行うことにより、相互理解（リス

クコミュニケーション）の充実強化を図る。

資

料

【みやぎ食の安全安心推進条例（平成１６年４月１日施行）】

                               （正しい知識の習得）

                                      消費者                         講習会への参加や

         安全な食品の提供                                                            意見提言・情報提供

                                    表示のチェックや            情報提供や

                                    意見提言                    講習会等の施策実施

                                             施策・措置への協力

  生産者・事業者                                                       県   

     （法令遵守）               支援、監視・指導、検査等の施策の実施           （必要な施策の実施）
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主 要 事 業 概 要    ＜食暮２＞ 

事  業  名 輸入食品等検査対策事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 食と暮らしの安全推進課食品安全班（内線2644） Ｒ６当初予算額 ３７，４０３千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２２年度～

補助・単独の別 単独 補 助 率

根 拠 法 令 食品衛生法

事

業

目

的

国内における輸入食品の流通量が増加し、安全性に対する消費者の関心が高まっていることから、輸

入食品の取扱業者の監視指導を実施するとともに、輸入農作物等について残留農薬等の検査を行うこと

により、輸入食品に対する安全安心を確保するもの。

事

業

計

画

１ 輸入食品等監視

(1) 食品検査

輸入食品をはじめ、輸入原材料を使用した食品等の検査を実施する。

(2) 立入検査

輸入食品取扱業者等に対し、立入検査を実施し、原産地等の記録や表示について確認を行う。

・対象業種：輸入食品の輸入業者、流通販売業者、輸入食品を原材料とする食品加工製造施設等

・監視回数：年２回（夏期及び年末）

〔令和 6年度計画〕

検 査 項 目 検査対象食品等 検体数

細菌検査

細菌数、大腸菌群、E.coli、腸

炎ビブリオ最確数
冷凍食品 6

リステリア、サルモネラ属菌 食肉製品 8

残留農薬 殺虫剤、殺菌剤、除草剤等 野菜、果物 43

残留動物用医薬品 抗生物質、合成抗菌剤等 鶏肉、豚肉、食肉製品 10

添加物
サイクラミン酸、

指定外添加物、指定外着色料

果実、乾燥果実、シロップ、クッキ

ー、インスタント食品、菓子
26

カビ毒 アフラトキシン 落花生（ピーナッツ） 4

遺伝子組換え食品 遺伝子組換え米 米加工品（ビーフン、フォー等） 10

アレルゲン
小麦、そば、落花生、えび、か

に、乳

魚肉ねり製品、うどん、クッキー、

ビスケット類、インスタント食品、

食肉製品

24

合        計 131

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜食暮３＞  
 

 事  業  名 放射性物質検査対策事業 ビ  復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 食と暮らしの安全推進課食品安全班（内線2644）  Ｒ６当初予算額 ５，１１７千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２３年度～ 

 補助・単独の別 単独  補 助 率  

 根 拠 法 令 食品衛生法 

 事 

 業 

 目 

 的 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の発生を受け、県が毎年度策定する「農畜水産物等の放

射性物質検査計画」に基づき、県内産牛及び県内に流通する食品について放射性物質の検査を行う。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 簡易分析測定装置による検査                                                          

  ・県内（仙台市を除く）に出荷される宮城県産牛の出荷前検査                         

  ・豚肉等のモニタリング検査                                                        

  ・県内に流通している加工食品等（食品区分：一般食品）のスクリーニング検査          

                                                                                        

２ ゲルマニウム半導体検出器による検査                                                  

・簡易分析測定装置による県産牛及び一般食品の検査の結果、一定基準を超過したものの検査                

・県内に流通している加工食品等のうちゲルマニウム半導体検出器での検査が規定されている食品

(清涼飲料水、牛乳、乳児用食品）の検査 

 

 〔令和６年度計画〕               （単位：件） 

検  査  対  象 年 間 計 画 件 数 

県産牛 100          

豚、めん山羊  44             

牛乳、清涼飲料水、乳児用食品 90               

一般食品 198               

 

 

 

 

 資 

 

 

 料 

〔食品の放射性物質基準値〕   

（単位：ベクレル／ｋｇ） 

食  品  群 基  準  値 

飲料水 １０ 

牛乳 ５０ 

乳児用食品 ５０ 

一般食品 １００ 
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主 要 事 業 概 要    ＜食暮４＞ 
 

 事  業  名 動物愛護推進事業 ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 食と暮らしの安全推進課環境衛生班（内線2645）  Ｒ６当初予算額 １７，５６８ 千円 

 事 業 主 体 県、獣医師会  事業期間 令和４年度～ 

 補助・単独の別 単独  補 助 率  

 根 拠 法 令 動物の愛護及び管理に関する法律 

 事 

 業 

 目 

 的 

県では令和３年３月に改訂した「宮城県動物愛護管理推進計画」に基づき、県の引取り数の９割を

占める猫について、引取り数を削減する入口対策及び新たな飼い主への譲渡率を向上させる出口対策

を実施することにより、殺処分数の削取を図り、真に人と動物が共生できる社会の実現を目指す。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

事業内容 

１ 飼い主のいない猫の不妊去勢補助事業（予算額：10,000千円）【継続】 

県民による飼い主がいない猫を対象とした繁殖制限措置の取組を推進し、将来的な引取り頭数の

削減を図るとともに、適正な管理のもとに実施される地域猫活動を推進し、動物の愛護と管理の両

立を目指すもの。公益社団法人宮城県獣医師会が実施する「飼い主のいない猫の不妊去勢手術助成

事業」への補助事業として平成２６年度から実施。 

○ 助成額  オス：6,000 円  メス：12,000 円 

○ 過年度実績 

 予算額 決算額 不妊去勢手術実施頭数 

令和２年度 7,000 千円 6,959 千円 795頭（オス  249 頭 メス 546頭 

令和３年度 7,000 千円 7,000 千円 1,012 頭（オス  353頭 メス 659 頭） 

令和４年度 9,000 千円 9,000 千円 1,000 頭（オス  354頭 メス 646 頭） 

（参考）平成 26年度から令和 4年度までの累計 5,723 頭（オス 1,863頭 メス 3,860頭） 

 

２ ミルクボランティア事業（予算額：7,568 千円）【拡充】 ※うち ふるさと納税 7,568千円 

保健所で収容した子猫等を地域のボランティアの協力を得て飼養管理を行い、これまで育成困難

により収容中に死亡していた子猫等を新たな飼い主への譲渡につなげることにより、殺処分数の削

減を図るもの。令和４年度からモデル公所２公所において試験導入し、令和６年度からは収容施設

を有する全６公所で実施する。 

（主な内容） ・ ボランティアのサポート（物資の貸与、飼養管理に関する助言等） 

・ 譲渡対象動物の健康管理、不妊去勢手術の実施 

・ 犬・猫の新たな飼い主探しを支援するマッチングサイト導入に向けた検討 等 

 

 

 資 

 

 

 料 
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循環型社会推進課

[施 策 体 系]

　

◇市町村支援事業

◇リサイクル法施行事務費

◇産業廃棄物税基金積立金

◇産業廃棄物等処理実態調査事業

◇海岸漂着物等地域対策推進事業

■循環型社会形成推進事業 ＜循社１＞

■みやぎの３Ｒ普及啓発事業 ＜循社２＞

■食品ロス削減推進事業 ＜循社３＞

■環境産業コーディネーター派遣事業 ＜循社４＞

■みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進事業 ＜循社５＞

■資源循環利用促進事業 ＜循社６＞

　注） ■ ：主要事業

　　　　  ：新・宮城の将来ビジョン推進事業

　　　　  ：産業廃棄物税充当事業

 ◎持続可能な社会の実現

循環型社会形成の推進

廃棄物処理体制の整備及
び廃棄物関連産業の振興

廃棄物の適正処理対策 ◇産業廃棄物不適正処理対策交付金　

産

ビ

ビ

産

産

ビ

産

ビ

ビ 産

ビ 産

産

ビ

産
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［施策の概要］ 

 

１ 循環型社会形成の推進 

   「宮城県循環型社会形成推進計画（第３期）」（計画期間：令和３年度から令和１２年

度）に基づき、廃棄物等の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）や適正処理を促進するため

の施策を総合的に推進する。 

   廃棄物等の３Ｒ、プラスチックの資源循環、アプリ活用も含めた食品ロスの削減等に関

する普及啓発により県民や事業者の意識醸成を図るほか、廃棄物処理に関する実態調査、

一般廃棄物の処理を行う市町村等への支援、各種リサイクル法の施行を通じ、廃棄物の排

出量の削減やリサイクル率の向上、最終処分率の抑制を図る。また、産業廃棄物の発生抑

制、減量化、再生利用その他適正な処理の促進に関する施策を実施するための財源である

産業廃棄物税の基金管理を行う。 

 

２ 廃棄物処理体制の整備及び廃棄物関連産業の振興 

   廃棄物品目別のリサイクル阻害要因の分析や地域での資源循環推進に向けた政策立案な

どを通じて、県内における廃棄物処理体制の整備・充実化を図るとともに、より高度なリ

サイクルが可能な体制を実現するため、３Ｒに取り組む事業者に対して、環境産業コーデ

ィネーターの派遣等を通じた課題解決に向けた支援や、設備導入・技術開発への助成等を

行うことで、廃棄物関連産業の振興・集積につなげる。 

  さらに、環境と経済の両立を目指す新たな成長戦略として国内外で急速に広がる、「サ

ーキュラーエコノミー」への対応について、県内事業社等の認知度向上を図るため、セミ

ナーやワークショップ等を開催し、普及・啓発に取り組む。 
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主 要 事 業 概 要    ＜循社１＞  
 

事  業  名 循環型社会形成推進事業 

 

ビ 

 

○ 

 

復 

  

環 

  

産 

 

○ 

 

発 

 

 担当課室・班 循環型社会推進課 リサイクル推進班（内線2649） Ｒ６当初予算額 １６，６００ 千円 

 事 業 主 体 県、事業者  事業期間 令和３年度～令和６年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  － 

 根 拠 法 令 循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

事 

業 

目 

的 

現代の経済社会活動は大量廃棄型の社会を形成し、健全な物質循環の阻害や地球温暖化問題、天然資源

の枯渇等様々な問題に直面している。このため国において、循環型社会形成を目指し、循環型社会形成推

進基本計画が策定されている。県では、この地域計画として令和３年３月に第３期となる宮城県循環型社

会形成推進計画（以下「循環計画」という。）を策定し、海洋プラスチックごみ対策や食品ロス削減等の

取組を中心に全ての主体（県民・事業者・民間団体・教育研究機関・行政）が連携し、３R及び廃棄物の適

正処理の推進等これまでの取組をより進展させ、持続可能な循環型社会の実現に向けて地域の特性を生か

した取組を推進していく。また、循環計画の進行管理を行い循環型社会の形成に向けた普及啓発等（イベ

ントなど）を行う。また、廃棄物の適正処理のために必要な最終処分場について、立地地域住民の理解を

促進するための支援事業を実施する。 

事 
 

 

業 
 

 

計 
 

 

画 

１ 最終処分場立地地域共生促進支援事業［11,023千円］ 

県内の産業廃棄物最終処分場は、残余容量が少なくなり逼迫した状況にある。産業廃棄物を適正に処理

するためには、廃棄物の再生利用の推進のほか、最終処分場の確保も重要な課題となっている。本事業

は、最終処分場の確保に向けて、地域住民等の理解促進を目的として最終処分場設置者が地域との共生を

図るために行う緑化事業等に対して支援を行う。 

補助率：1/2、上限額：500万円又は前年度の産業廃棄物税納入額の 100分の 5のいずれか低い額 
  

２ 廃プラスチック削減普及啓発事業［4,662千円］ 

  容器包装プラスチック使用削減やプラスチックの分別を呼びかけるイベントや教材の製作を実施する。 
  

３ 食品ごみの削減啓発事業［915千円］ 

  食品ロス削減や食品廃棄物をバイオマス資源として活用するための分別の徹底などについて、広報等の

活用により啓発していく。また、食べきりモデル店舗や小売店での食品ロス削減の取組を支援するため、

普及啓発資材を作成し、一層の事業推進を図る。 

資
料 

 目指すべき目標値              

 

新計画目標値
（令和12年度）

生活系ごみ 625

事業系ごみ 285
30
10.5

項　目

一般
廃棄物

１人１日当たりの
排出量（g/人・日）

910

内
訳
リサイクル率(%)
最終処分率(%)

産業
廃棄物

排出量(千ｔ）

リサイクル率(%)

最終処分率(%)

10,000

35

1
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主 要 事 業 概 要    ＜循社２＞  
 

事  業  名 みやぎの３Ｒ普及啓発事業 ビ ○ 復  環  産 ○ 発  

 担当課室・班 循環型社会推進課 リサイクル推進班（内線2649） 

9） 

Ｒ６当初予算額 １２，０００ 千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２２年度～令和６年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 
循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、食品ロスの削減の推進に

関する法律 

事 

業 

目 

的 

県では、大量生産・消費の大量廃棄型社会から持続可能な社会を目指す循環型社会の形成のため、令和

３年３月に第３期宮城県循環型社会形成推進計画を策定し、その推進のために市町村・県民・事業者等の

各主体と連携し、廃棄物等の３Ｒに関する各種普及啓発事業（ラジオＣＭ、広報など）により、３Ｒに対

する県民の意識醸成を進展させてきた。一方、近年の資源・廃棄物制約、海洋プラスチックごみ問題、食

品ロス、地球温暖化等の幅広い世界的な課題への対応が必要となっていることから、第３期宮城県循環

型社会形成推進計画や宮城県食品ロス削減推進計画を踏まえ、県民・事業者の取組を進展させる普及啓

発を行う。 

事 

業 

計 
画 

 

１ ３ＲラジオスポットＣＭ［2,200千円］ 

ごみの３Ｒに関するラジオスポットＣＭを３Ｒ推進月間（１０月）を中心に２月までの期間に放送し、

３Ｒに関する知識の普及啓発と実践を、県民や事業者に対し呼びかける。 

 

２ みやぎの３Ｒ推進事業［416千円］ 

３Ｒ推進月間にポスター等を作成し、小売事業者や各種団体と協力して、容器包装削減等３Ｒに関す

る知識の普及啓発と実践を働きかける。 

 

３ ３Ｒ広報事業［8,164千円］ 

広報紙「みやぎ県政だより」等を活用し、県民・事業者への普及を図る。 

また、令和４年３月に策定した「宮城県食品ロス削減推進計画」に基づき、食品ロス削減

について普及啓発を図るため、令和４年度に活用したパンフレットの配布、テレビＣＭの

放送を行う。 

 

４ ３Ｒ補助金活用施設見学促進事業［ 1,220千円］ 

  令和６年度から開始する産業廃棄物の中間処理施設の見学施設整備に係る補助制度の開

始に併せて、小学生を対象としたこれらの処理施設に対する見学促進事業を実施する。 

資 

料 
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主 要 事 業 概 要    ＜循社３＞  
 

 事  業  名 食品ロス削減推進事業 ビ 〇 復  環  産  発  

 担当課室・班 循環型社会推進課 リサイクル推進班（内線2649）  Ｒ６当初予算額  ２，８００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和5年度～令和7年度 

 補助・単独の別 国補助事業  補 助 率 ２分の１ 

 根 拠 法 令 食品ロスの削減の推進に関する法律 

 事 

 業 

 目 

 的 

食品ロスの削減については、 世界的にも重要な課題であり、本県においても、令和４年３月に「宮

城県食品ロス削減推進計画」を策定した。県内の事業系食品ロス削減対策として、計画策定時の推計

で食品ロスの高い割合を占める外食産業や食品小売業等の食品関連事業者から出る余剰食品につい

て、電子公告により発信する実証事業の実施と併せ、消費者に広報を行い行動変容を促すもの。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

外食産業や食品小売業等の食品関連事業者の食品ロス削減の取組を支援するためのツールとし

て、これらの事業者から出る余剰食品について、消費者への情報提供として、身分証アプリのミニ

アプリを用いた電子公告を発信する実証事業と連動し、消費者に広報を実施することにより、行動

変容を促すもの。 

 
 

  

 

 

 

  

 

 

 

 資 

 

 

 料 

目標値 

 

指標 
令和元年度 

（基準年度） 

推計値 

令和元年度 

1 人 1 日 

当 た り 

発 生 量 

令和 12年度 

（目標年度） 

目標値 

令和 12年度 

1 人 1 日 

当 た り 

発 生 量 

基準年度に 

対する目標年

度の削減率 

家庭系食品ロス量 4.5万 t 54g/人・日 3.2万 t 41g/人・日 －29％ 

事業系食品ロス量 4.3万 t 52g/人・日 3.8万 t 49g/人・日 －12％ 

食品ロス量（合計） 8.8万 t 106g/人・日 7.0万 t 90g/人・日 －21％ 
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主 要 事 業 概 要    ＜循社４＞  
 

 事  業  名 
環境産業コーディネーター派遣事業 

〔産業廃棄物３Ｒ等推進事業〕 
ビ ○ 復  環  産 ○ 発  

 担当課室・班 循環型社会推進課 資源循環企画班（内線3207）  Ｒ６当初予算額  ２２，５００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和２年度～令和６年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 循環型社会形成推進基本法 

 事 

 業 

 目 

 的 

県内の事業活動における産業廃棄物の３Ｒ等の適正処理及び環境関連産業の振興を図り、循環型社会 

の形成を推進する。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 環境産業コーディネーター派遣事業（３Ｒ担当）［22,500千円］ 

民間企業等において工程管理や環境管理等の実務経験を有する者を「環境産業コーディネーター」 

（会計年度任用職員）として任用し、事業活動における産業廃棄物の３Ｒ等の取組を支援するため、 

県内企業等に派遣する。 

 

 ・任用人数：４人 

・任  期：令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの１年間 

・主な活動内容：①個別企業の３Ｒ推進のための支援活動 

 ②３Ｒ推進に向けた企業間連携や産学連携等の支援活動 

 ③３Ｒ推進に向けた各種勉強会やセミナー等の開催 等 

  

 

 

 資 

 

 

 料 
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      主 要 事 業 概 要    ＜循社５＞ 
 

 

 事  業  名 
みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進事業 

〔産業廃棄物３Ｒ等推進事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産 ○  発  

 担当課室・班 循環型社会推進課 資源循環企画班（内線3207）  Ｒ６当初予算額  １７６，１００千円 

 事 業 主 体 県、事業者  事業期間 令和２年度～令和６年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 循環型社会形成推進基本法、宮城県グリーン購入促進条例 

事 

業 

目 

的 

県内の事業活動における産業廃棄物の３Ｒ等の適正処理及び環境関連産業の振興を図り、循環型社会 

 の形成を推進する。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

１ みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進事業［169,757千円］ 

（１）設備整備事業に対する助成（補助金 140,000千円） 

・概   要：県内の産業廃棄物の３Ｒ等に資する設備の整備に要する経費の一部を補助する。 

・補助対象者：県内事業者 

・対 象 事 業：産業廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化等に資する設備整備事業 

・補助率及び補助上限額：①未来法枠･･･････1/3 以内 50,000 千円 

            ②動静脈連携枠･･･1/2 以内 40,000 千円 

  ③重 点 枠･･･････2/3以内 30,000千円 

④一 般 枠･･･････1/2 以内 20,000 千円 

（２）研究開発等事業に対する助成（補助金 28,119千円） 

・概   要：県内の産業廃棄物の３Ｒ等に資する研究開発等の取組に要する経費の一部を補助する。 

・補助対象者：県内事業者 

・対 象 事 業：①事業化調査、②技術・製品の開発・応用等、③販売促進 

・補 助 率：重点枠･･･2/3 以内  一般枠･･･1/2以内 

・補助上限額：①、③ 1,000 千円 

② 重点枠･･･7,000 千円／年  一般枠･･･5,000 千円又は 7,500千円／年 

２ 宮城県グリーン製品普及拡大事業［1,698 千円］ 

・概   要：循環資源を使用した環境物品等を「宮城県グリーン製品」として認定し、普及拡大を図る。 

・認定実績（Ｒ５.１０.１現在）：６７業者 １０７品 

３ 産業廃棄物中間処理施設見学受入支援事業［2,500 千円］ 

・概   要：産業廃棄物中間処理業者による住民理解促進のための取組に要する経費の一部を補助する。 

・補助対象者：県内産業廃棄物中間処理業者 

・対 象 事 業：住民理解促進のための取組（見学コース等の環境整備、パンフレット等備品購入） 

・補助率及び補助上限額：1/2以内 1,500千円（うち、備品は 500 千円） 

４ みやぎアップグレードリサイクル推進事業［2,100 千円］ 

・概   要：産学官コンソーシアムにより、バイオプラスチック製品の回収・再生に向けた検討を行う。 

５ 循環計画進行管理費［45 千円］ 

・概   要：循環計画で目標に掲げている項目等について、毎年度調査を行い計画の進行管理を行う。 

 資 

 料 
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      主 要 事 業 概 要    ＜循社６＞ 
 

 

 事  業  名 資源循環利用促進事業 ビ ○ 復  環  産   発  

 担当課室・班 循環型社会推進課 資源循環企画班（内線3207）  Ｒ６当初予算額  ３，３００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和６年度～令和８年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 循環型社会形成推進基本法 

事 

業 

目 

的 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済・社会様式につながる一方通行型の線形経済（リニアエコノミー）

から、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

に向けて、県内企業への普及啓発、サーキュラーエコノミー型ビジネスの創出支援により、その普及拡大に

取り組む。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

サーキュラーエコノミー普及啓発事業［3,300千円］ 

県内企業への普及啓発セミナー、サーキュラーエコノミー型ビジネス構想ワークショップを実施するほ

か、広報媒体や出前講座等をとおして、普及啓発に取り組む。 

 資 

 

 料 

                                                           （出典）環境省 令和３年度版環境白書 

 サーキュラーエコノミー：従来の３Ｒの取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活

用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出す経済活動であり、資源・

製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指すもの。 
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廃棄物対策課

[施 策 体 系]

　

◇新設拡張指導費

◇廃棄物処理施設等監視指導費

■災害廃棄物対策事業 ＜廃対１＞

◇産業廃棄物処理業イメージアップ推進事業

◇廃棄物処理施設改善指導費

◇施設設置指導費

◇廃棄物処理施設専門委員意見聴取事務費

◇廃棄物処理法改正対応事業費

◇産業廃棄物情報システム活用事業

◇リサイクル法施行事務費

◇産業廃棄物処理業等管理システム導入事業

◇産業廃棄物処理システム健全化促進事業

◇不法投棄防止対策事業

◇産業廃棄物不法投棄監視強化事業

◇産業廃棄物適正処理監視指導員設置事業

◇土砂等埋立て等適正化推進事業

■ＰＣＢ廃棄物処理計画推進事業 ＜廃対２＞

◇ＰＣＢ廃棄物処理加速化事業

　注） ■ ：主要事業

　　　　  ：新・宮城の将来ビジョン推進事業

　　　　  ：産業廃棄物税充当事業

◇浄化槽指導監督事業

 ◎持続可能な社会の実現

廃棄物の
適正処理対策

廃棄物の不適正処理
に対する監視強化

廃棄物処理施設の
適切な維持・指導

ＰＣＢ廃棄物の
適正処理の推進

環境保全対策

生活排水対策の推進

産

産

産

産

産

ビ

産

産
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［施策の概要］ 

 

１ 廃棄物の適正処理対策 

   産業廃棄物処理施設の許可に当たっては、地域住民、関係市町村、専門的知識を有する

者の意見を踏まえ、より環境に配慮した設置計画となるよう指導する。 

   産業廃棄物の処理に当たっては、生活環境保全上の支障の発生を防止するため、関係法

令によって求められる基準が遵守されるよう指導監督を行うとともに、適正処理の推進や

不法投棄の防止について排出事業者等への普及啓発を行う。各保健所等には産業廃棄物適

正処理監視指導員（産廃Ｇメン）を配置し、不法投棄の早期発見と迅速な対応に努めると

ともに、悪質な違反が発生した場合には躊躇なく行政処分を行うなど厳格な対応を行う。 

   県内のＰＣＢ廃棄物については、保管事業者による早期の適正処分が行われるよう、Ｐ

ＣＢ廃棄物適正処理推進員（ＰＣＢＧメン）による事業者指導等に取り組む。 

   一般廃棄物については、処理施設の設置、維持管理、廃止等が適正に行われるよう指導

監督を行うほか、市町村による災害廃棄物処理計画策定や仮置き場用地の確保等の取組の

支援や図上演習等を通じた人材育成に取り組むとともに、災害時の対応について協定を締

結している民間団体との連携を深め、「大規模災害への対応」が可能な体制構築に努める。 

また、「土砂等の埋立て等の規制に関する条例」に基づき、土砂等の崩落等による災害の

発生防止を図り、県民の安全・安心を確保する。 

   

２ 環境保全対策 

   公共用水域等の水質保全の観点から生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、

浄化槽保守点検業者の登録事務を適正に実施するとともに、浄化槽法に基づく指導等の権

限を委譲している市町村に技術的助言を行う。 
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主 要 事 業 概 要   ＜廃対１＞ 
 

 事  業  名  災害廃棄物対策事業 ビ  復  環  産 ○ 
（一部） 

発  

 担当課室・班  廃棄物対策課 施設班（内線2648）  Ｒ６当初予算額 ９，５７１千円 

 事 業 主 体  県  事業期間  平成２６年度～ 

 補助・単独の別  県単独事業  補 助 率  － 

 根 拠 法 令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

事 

業 

目 

的 

近年、各地で自然災害による被害が頻発しており、県及び市町村等における災害への対応力強化が

求められる。一方、災害対応を経験した職員の退職や人事異動等により、災害廃棄物対策を担う人材

の育成と経験の継承が課題となっている。 

宮城県災害廃棄物処理計画（平成29年8月）に基づき、県及び市町村等の関係機関を対象とした図上

演習等の継続的な実施により、災害廃棄物対策を担う人材の育成を図るとともに、計画に基づく各種

取組により計画の実効性を確保するもの。また、災害廃棄物処理計画が未策定の市町村に対して技術

的助言等の支援を行うことで、県内市町村の計画策定率向上を図るもの。 

事 
 

業 
 

計 
 

画 

１ 宮城県災害廃棄物処理図上演習［7,825千円］ 

  市町村・一部事務組合職員、県担当者及び関係団体等を対象とし図上演習等を実施し、災害対応

の全体像を習得する。 

なお、令和６年度は、図上演習の継続的な実施と合わせ、初動対応で課題となる仮置き場の設置・

運営に関する実地演習を追加し、計４回実施する。 

  【演習内容】 第１回 討論型演習（初動対応の課題と対策をグループで整理・共有） 

         第２回 設問型演習（仮置場設置・発生量推計等の実施手法の演習） 

         第３回 対応型演習（発災を想定して付与される課題に対応する模擬訓練） 

第４回 災害廃棄物仮置き場の設置・運営実地演習 

 

２ 市町村災害廃棄物処理計画策定支援［170 千円］ 

  市町村の災害廃棄物処理計画の策定率は令和５年９月現在で約６割に留まっており、市町村にお

ける課題として人員や専門知識の不足があることから、市町村を対象とした研修会の開催や技術的

支援を通じ、策定率向上を図る。 

 

３ 宮城県災害廃棄物処理計画の実効性確保［176千円］ 

  宮城県災害廃棄物処理計画の策定から一定期間が経過したことから、これまでの災害対応の教訓

や新たな被害想定等の動きを踏まえ、県と災害廃棄物対策に係る協定締結団体、事業者、関係機関等

とのさらなる連携強化のため、現地視察や意見交換等を行うもの。 

 

４ 産業廃棄物処理業者と連携した災害廃棄物処理体制構築推進事業［1,400千円］※産廃税充当事業 

民間産業廃棄物処理業者との積極的な連携や施設活用を図る体制を構築し、災害廃棄物の県内に

おける処理能力を増嵩するため、実態調査と調査結果に基づく処理プランの作成を行う。 

資 

料 

【災害廃棄物処理図上演習開催実績】         【市町村災害廃棄物処理計画策定状況】 
                                 R5.9現在 
 

 

年度 回数 参加者

R3 2 50名（30自治体）

R4 3 50名（22自治体）

R5 3 56名（27自治体）

策定済 20市町村

未策定 15市町村
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主 要 事 業 概 要   ＜廃対２＞    
 

 事  業  名  ＰＣＢ廃棄物適正処理推進事業 ビ  復  環  産 ○ 
（一部） 

発  

 担当課室・班  廃棄物対策課 指導班（内線2463）  Ｒ６当初予算額 ２７，２０９千円 

 事 業 主 体  県、個人等  事業期間  平成１３年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業（一部、地域環境保全基金） 

※一部補助事業（産業廃棄物適正処理推進費） 
 補 助 率  － 

 根 拠 法 令 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特

別措置法、中間貯蔵・環境安全事業株式会社法、独立行政法人環境再生保全機構法 

事 

業 

目 

的 

長年保管を余儀なくされてきたポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理について、国はＰＣＢ

廃棄物処理基本計画を策定し、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）を活用した拠点的な

広域処理施設を整備し、処理を進めている。加えて、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法（ＰＣＢ特別措置法）の制定・改正により、保管事業者等に対して処分期間内の

ＰＣＢ廃棄物の処分等が義務付けられており、一日も早い処理完了に向け、関係者が連携して、各種

措置を迅速かつ着実に実施していくことが求められている。 

本県においても、県民の健康の保護及び生活環境の保全を図る観点から、県内のＰＣＢ廃棄物の適

正保管及び処分期間内の確実な処理を推進するための各種取組を進める。 

事 
 

業 
 

計 
 

画 

１ ＰＣＢ廃棄物処理計画推進事業［25,300千円］ 

 (1) ＰＣＢ廃棄物適正処理推進員の配置 

   県内保健所に専門の会計年度任用職員（電気主任技術者等の有資格者）を配置し、ＰＣＢ廃棄

物保管事業者等に対し適正保管や処理の指導を行う。 

 (2) ＰＣＢ廃棄物処理計画の進行管理等（関係自治体、ＪＥＳＣＯ等との連携） 

 (3) 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理に係る行政処分 

   令和５年度末で計画的処理完了期限を迎えた高濃度ＰＣＢ廃棄物について、ＪＥＳＣＯとの処

理委託契約を締結していない保管事業者に対する改善命令の発出や代執行を通じ、ＪＥＳＣＯ北

海道事業場の稼働終了までに県内における高濃度ＰＣＢ廃棄物の適正処理を図る。 

 

２ ＰＣＢ廃棄物処理加速化事業［1,909千円］※産廃税充当事業 

   法人の解散等によりＰＣＢ廃棄物を保管することとなった個人等、処理費用負担能力の低い者

に対し、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理費用及び分析費用の一部助成を行う。 

 

資 

料 

【参考】ＰＣＢの処理に関する経緯 

・ＰＣＢは化学的に安定で絶縁性、不燃性であるなどの性質を有し、熱媒体、電気機器の絶縁油等の幅広い分

野で使用されてきたが、昭和43年のカネミ油症事件など、その毒性が社会問題化し、我が国では昭和47年に

製造が中止された。 

・その後、国内処理体制の整備が著しく停滞したことで事業者におけるＰＣＢ廃棄物の保管が長年にわたり継

続し、紛失や環境汚染の進行が懸念される状況となったことから、国では平成13年にＰＣＢ特別措置法を制

定して処理期限を定めるとともに、ＪＥＳＣＯによる処理体制を整備した。 

  ［処分期間（法定）］ 

    高濃度ＰＣＢ廃棄物（濃度0.5％超。ただし、汚泥、紙・木・繊維くず、プラスチック等は濃度10％超） 

      変圧器・コンデンサー等：R4.3.31まで、 安定器及び汚染物等：R5.3.31まで 

    低濃度ＰＣＢ廃棄物：R9.3.31まで 
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竹の内産廃処分場対策室 

［施策体系］ 

Ⅰ持続可能な社会の実現 

３ 循環型社会の形成 

■村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場対策事業 <竹対１> 

[ 施策の概要 ] 

平成２年に設置された村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場において、事業者が産

業廃棄物処理基準に違反し、許可容量・許可区域を超えた埋立及び許可外廃棄物の埋立

等の不適正処分が行われたことにより、高濃度の硫化水素の拡散や地下水環境基準を超

える浸出水の拡散により生活環境保全上の支障又は支障のおそれを生じさせた。 

県は、平成 14年度以降、支障除去対策等の実施を事業者に命じているが、事業者が命

令を履行しないため、平成 15年度以降、事業者に代わって県が行政代執行により対策を

講じている。 

平成 19年３月に産廃特措法に基づく特定支障除去等事業実施計画（平成 25年３月変

更、計画期間：平成 19年度から平成 33年度まで）を策定し、それ以降、国の財政支援

を得ながら支障除去対策及び環境モニタリングを実施してきたが、処分場の現状から浸

出水拡散防止対策は不要と判断し、平成 28年度で実施計画を終了した。 

しかしながら、処分場は依然としてガスが発生し、場内浸透水が基準を満たさない状

況にあることから、処分場が廃止されるまでの間は、維持管理やモニタリングを継続

し、処分場周辺の生活環境の保全を図る。仮に、場外周辺地下水が地下水環境基準を超

過するなどの生活環境保全上の支障が生ずるおそれが高いと判断される状況になった場

合は、その防止措置を講ずる予定である。 

 
【竹の内産廃処分場支障除去対策の実績と今後のスケジュール】 
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主 要 事 業 概 要    ＜竹対１＞  
 

 事  業  名 村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場対策事業 ビ  復  環  産  発  

 担当課室・班 竹の内産廃処分場対策室 対策班（内線2691） Ｒ６当初予算額 ３８，７８４千円 

 事 業 主 体  県  事業期間 平成１３年度～ 

 補助・単独の別 
 県単独事業（地域環境保全基金） 
※一部補助事業（産業廃棄物適正処理推進費）  補 助 率 １／３ 

 根 拠 法 令  廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

事

業

目

的 

村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場において、各種環境調査（モニタリング）や処分場

の維持管理を適正に行うことにより、処分場周辺地域の生活環境の保全を図る。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

（１）事業概要 

   村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場対策として、これまで、特定支障除去等事業実施計画に

基づき、国からの支援を受けて支障除去対策等を実施してきたところであるが、新たな支障除去対

策は不要と判断し、平成 28年度をもって実施計画を終了した。 

しかしながら、処分場は安定化している状況にはないため、廃止基準を満たすまでの間、各種モ

ニタリングや処分場の維持管理を適切に実施する。 

（２）令和６年度事業内容 

  ① 各種環境調査（モニタリング）費 ［28,447千円］（前年度 35,865千円） 

   処分場周辺地域の生活環境に及ぼす影響を調査する。 

・発生ガス調査 

・バイオモニタリング調査 

・硫化水素連続モニタリング調査（24時間連続） 

・大気環境調査 

・水質調査 

・多機能性覆土状況調査 

・モニタリング結果解析調査 

 

  ② 処分場の維持管理費 ［9,527 千円］（前年度 9,013千円） 

   処分場内の巡回点検、ガス処理施設・設備補修、除草、側溝清掃などの維持管理を行う。 

   ③ 処分場対策推進費 ［810 千円］（前年度 799千円） 

   処分場対策を適切に進めるため、学識者等で構成する評価委員会を開催するとともに、地元住民

へ処分場対策等の情報提供として、 月１回「お知らせ」を各戸に配付する。 

   

資 

料 
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新最終処分場整備対策室 

 

 

［ 施策体系 ］ 

 Ⅰ 持続可能な社会の実現 

３ 循環型社会の形成 

■ 産業廃棄物最終処分場整備事業 産  <最終処対１> 

 

   

   

 [ 施策の概要 ] 

大和町にある管理型産業廃棄物最終処分場「クリーンプラザみやぎ」は、供用開始から４４

年が経過し、残余容量は相当に逼迫した状況となっている。 

 産業廃棄物を安定かつ適正に処分することは県内産業の維持発展に不可欠であることから、

公共関与による新たな産業廃棄物最終処分場の整備に向けた取組を進める。 
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主 要 事 業 概 要    ＜最終処対１＞ 
 

 事  業  名 産業廃棄物最終処分場整備事業 ビ  復  環  産 ○ 発  

 担当課室・班 新最終処分場整備対策室 整備対策班（内線3165）  Ｒ６当初予算額 １３０，４００千円 

 事 業 主 体 県、環境事業公社  事業期間 平成３０年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令  － 

 事 

 業 

 目 

 的 

大和町にある管理型産業廃棄物最終処分場「クリーンプラザみやぎ」は、地元産業界や市町村等から

の設置要望を受け、県の公共関与により整備された最終処分場であるが、供用開始から４４年が経過し、

残余容量は相当に逼迫した状況となっている。産業廃棄物を安定かつ適正に処分することは県内産業の

維持発展に不可欠であることから、公共関与による新たな産業廃棄物最終処分場の整備に向けた取組を

進めるもの。 

 

 事 

 

 業 

 

 計 

 

 画 

 

県、大和町及び公益財団法人宮城県環境事業公社の３者で締結した「公共関与による管理型産業廃棄

物最終処分場の設置及び維持管理に関する基本協定書」に基づき、新処分場の早期整備に向けて、事業

主体である環境事業公社が取り組む処分場整備に要する費用を助成するほか、環境事業公社が進める

各種調査業務等を支援する。また、同３者で交換した「処分場周辺地域環境整備事業等に関する覚書」

に基づき、大和町及び環境事業公社と連携し、大和町鶴巣地区における環境整備事業等に取り組む。 

 

 ○ 環境事業公社が取り組む管理型産業廃棄物最終処分場整備に要する費用への助成 

［130,000千円］（補助率：1/4以内） 

 

 資 

 

 

 料 

【参考】 

〇最有力候補地の選定経緯 

・H30.11～R1.8：「今後の産業廃棄物最終処分場の在り方検討懇話会」を設置し、公共関与の必要性、新 

たな処分場の施設規模及び求められる機能等について整理 

・R1.11    ：「宮城県産業廃棄物最終処分場整備基本方針」を策定 

・R2.2～R2.12 ：「産業廃棄物最終処分場候補地選定懇話会」を設置し、段階的評価を経て最終候補地3か 

所を選定 

・R3.2     ：庁内に候補地選定委員会を設置し、最有力候補地を決定し事業主体を内定 

〇住民説明会の開催状況 

・R3.6～   ：最有力候補地の地域住民を対象とする住民説明会（意見交換会）を複数回開催 

〇新処分場整備に係る基本協定等 

・R4.9.27   ：県、大和町及び環境事業公社の３者により「公共関与による管理型産業廃棄物最終処分 

場の設置及び維持管理に関する基本協定書」を締結 

・R4.10.19  ：同３者により「処分場周辺地域環境整備事業等に関する覚書」を交換 
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放射性物質汚染廃棄物対策室 

 

 

［ 施策体系 ］ 

 Ⅳ 被災地の復興完了に向けたサポート 

放射性物質汚染廃棄物や除去土壌等の処理促進 

■放射性物質汚染廃棄物等処理促進事業 ○復  <放対１> 

■除染対策事業            ○復  <放対２> 

                ※凡例 ■：主要事業、○復：復興サポート事業 

 

   

 [ 施策の概要 ] 
１ 放射性物質汚染廃棄物の処理促進 

指定廃棄物等処理促進市町村長会議での合意に基づき、放射性セシウム濃度が 8,000Bq/kg

以下の農林業系廃棄物の処理促進に向け、国とも連携を図りながら関係市町等の取組を支援

する。 

   また、指定廃棄物については、8,000Bq/kg 以下の農林業系廃棄物の処理に一定の目処がつ

いた段階で、市町村長会議で改めて議論し、その結果を踏まえて、処理責任を有する国に対

し適切な対応を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農林業系廃棄物：牧草、稲わら、堆肥、ほだ木 

 

図 宮城県内における汚染廃棄物の状況（平成 29 年６月現在） 

 

 

２ 除染に伴い発生した除去土壌等の処分の推進 

国の除去土壌の処分基準や再生利用に係る動向を注視し、処分基準や再生利用基準が制定

された場合は、関係市町と協議の上、除去土壌の処分の流れを組み立てていく。 

また、丸森町等で実施された国の実証事業の成果を踏まえ、各市町において要望事項等が

あれば、必要に応じて国との調整を行うなど、処分完了に向け引き続き関係市町を支援して

いく。 
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主 要 事 業 概 要    ＜放対１＞  
 

 事  業  名 放射性物質汚染廃棄物等処理促進事業 

〔放射性物質汚染廃棄物処理促進事業〕 
ビ  復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 放射性物質汚染廃棄物対策室 対策班（内線2647） 

件 

47） 

 Ｒ６当初予算額 １，９５０ 千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和３年度～令和７年度 

 補助・単独の別  県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法 

（放射性物質汚染対処特措法） 

 事 

 業 

 目 

 的 

東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い発生した放射性物質汚染廃棄物について、国や保管市

町等の関係機関との連絡調整を行い、処理を促進する。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 農林業系廃棄物の着実な処理に向けた市町等に対する支援・調整 

   8,000Bq/kg 以下の農林業系廃棄物の着実な処理を進めるため、保管市町等に対する汚染廃棄物

の処理計画策定の支援や市町等が開催する住民説明会への出席・説明、焼却処理に係る市町間調整

などの市町等のニーズに応じた技術的支援を行うとともに、必要な財源の確保に向けて環境省と

調整を行う。 

 

２ 汚染廃棄物の処理に関する正確な情報の提供等 

処理に対する県民理解を深めるため、モニタリング結果や安全性について県ウェブサイト上で

の周知など、汚染廃棄物の処理に関する正確な情報の提供等を行う。 

 

３ 保管市町担当課長会議の開催等による関係機関との連絡調整 

市町が 8,000Bq/kg 以下の農林業系廃棄物を処理する中での課題や、国に処理責任のある指定廃

棄物の処理方針等について、保管市町担当課長会議の開催等により関係機関と情報共有や連絡調

整等を行う。 

 

 

 資 

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜放対２＞  
 

 事  業  名 放射性物質汚染廃棄物等処理促進事業 

〔除染対策事業〕 

ビ  復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 放射性物質汚染廃棄物対策室 対策班(内線2647） 

7） 

件 

47） 

 Ｒ６当初予算額 １，９９７ 千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和３年度～令和７年度 

 
 補助・単独の別 県単独事業（地域整備推進基金）  補 助 率  － 

 根 拠 法 令 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法 

（放射性物質汚染対処特措法） 

 事 

 業 

 目 

 的 

放射性物質で汚染された区域の除染に伴い発生した除去土壌について、国の処分基準等が定まら

ず、保管が長期化していることから、仮置き場等で引き続き適切に保管されるよう、国と連携しなが

ら関係市町を支援していくとともに、県民全体が受け入れられる処分基準の策定等を国に対し求めて

いく。 

 

 

国や市町村等の関係機関と連絡調整及び情報交換を行い、東京電力福島第一発電所事故によって環境

中に放出された放射性物質で汚染された廃棄物の処理を促進する。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 指定市町の除染対策支援 

  放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調査地域に指定されている７市町の除染後の対

策を支援するため、県が国との調整などの支援を行いながら、市町と一体となって除染後の取組を

推進する。 

  特に、処分基準等が定まらず、未だに保管が継続されている除去土壌や除染廃棄物について、国や

関係市町と連携を密にし、適正に保管管理がなされるよう支援していくとともに、処分基準等の策

定に係る国の動きを注視し、県民全体が受け入れられるような基準の策定を求めていく。 

 

  ※ 汚染状況重点調査地域に指定された７市町： 

    白石市、角田市、栗原市、七ヶ宿町、大河原町、丸森町、山元町 

    （石巻市は平成２５年６月に、亘理町は令和３年３月にそれぞれ指定解除） 

 

 

  

 

資 

 

 料 

  （放射性物質汚染対処特措法に基づく除染の流れ） 

 

 

重点調査地域

の指定 

調 査 測 定

の実施 

除染実施計画

の策定 

除染の実施 除去土壌等

の処理 
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消費生活・文化課

［　施　策　体　系　］

Ⅱ　安全安心社会の実現

４ 消 費 生 活 の 安 定 と 向 上 消 費 者 行 政 の 推 進 ◇ 消費生活審議会運営事業

◇ 消費者保護推進事業

◇ 消費生活協同組合指導育成事業

■ 消費生活センター機能充実事業 <消文１>

消 費 者 啓 発 の 充 実 ■ 消費者啓発事業 <消文２>

◇ 生活設計等普及事業

■ 消費生活センター機能充実事業（再掲） <消文１>

消 費 生 活 相 談 の 充 実 ◇ 消費生活相談事業 　

◇ 地方消費生活相談運営費 　

Ⅲ　協働共創社会の実現

１ 文 化 芸 術 の 振 興 文 化 行 政 の 基 礎 づ く り ◇ 文化行政会議費

◇ 文化芸術振興審議会運営費

◇ 庁内文化化推進事業（ロビーコンサート開催）

文 化 創 造 の 風 土 づ く り ■ みやぎ県民文化創造の祭典（芸術銀河）開催事業 <消文３>

（「東北文化の日」事業）

■ 文化芸術による心の復興支援事業 <消文４>

◇ 先進的文化芸術創造拠点形成事業

文 化 芸 術 活 動 の 促 進 ◇ 芸術選奨交付費

◇ 知事賞等交付費

◇ 文化活動促進助成事業（仙台フィルへの助成）

◇ 文化振興基金造成事業

◇ 芸術年鑑発刊事業

み や ぎ 文 化 の 拠 点 づ く り ◇ 県民会館管理運営委託事業（指定管理）

◇ 県民会館老朽化対策事業

◇ 慶長使節船ミュージアム管理運営委託事業（指定管理）

◇ 慶長使節船ミュージアム展示等改修事業

■ 県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備事業 <消文５>

■ 県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備等支援事業 <消文６>

Ⅳ　被災地の復興完了に向けたサポート

■ 文化芸術による心の復興支援事業(再掲） <消文４>

◇ 先進的文化芸術創造拠点形成事業（再掲）

注）■は主要事業

新・宮城の将来ビジョン推進事業

復興・サポート事業

ビ

ビ

＜＞は事業概要ページの
右上番号に対応

復

復

ビ
復

ビ

ビ

復

復
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[施策の概要 ] 

 

１ 消費生活の安定と向上 

（１）消費者行政の推進 

消費生活を取り巻く社会環境の変化に対応し、消費者の安全と利益の擁護・増進を目的として、商品等

の安全性の確保や消費者被害の未然防止を図るため、県及び市町村の消費生活相談体制の充実・強化に取

り組むとともに、不適正な取引行為を行う事業者に対する行政指導等を適正に実施する。また、消費生活

審議会において、宮城県消費者施策推進基本計画（第４期）及び宮城県消費者教育推進計画（第２期）の

進行管理を行う。 

 

（２）消費者啓発の充実 

「消費者教育推進計画（第２期）」に基づき、自立した消費者の育成、更には消費者市民社会の形成を

目的として、各種媒体を活用した情報提供や消費生活講座の開催、消費者志向経営・エシカル消費の周知

等を実施する。成年年齢引下げによる消費者トラブルの未然防止に向けて、引き続き中学・高校向けの取

組とともに、大学等とも連携した取組を実施する。 

 

（３）消費生活相談の充実 

県及び市町村の消費生活相談窓口の対応力の向上を図ることを目的として、消費生活相談員レベルアッ

プ研修会等の開催、指定消費生活相談員等による市町村消費生活相談員への助言、弁護士による消費生活

相談支援等の取組を実施する。 

 

２ 文化芸術の振興 

（１）文化行政の基礎づくり 

主要都道府県などが一堂に会する文化行政会議において情報交換を行い、今後の取組に当たっての参考

にするほか、県庁舎を文化の香り高い、県民に開かれた交流の場とするために、「県民ロビーコンサート」

の開催や生け花の展示を継続する。また、文化芸術振興審議会において、宮城県文化芸術振興ビジョン（第

３期）の進行管理を行う。 

 

（２）文化創造の風土づくり 

個性的で魅力ある宮城の文化を創造するため、引き続き「みやぎ県民文化創造の祭典（芸術銀河）」を

開催し、県民が文化芸術に触れる機会や活動成果を発表する機会を創り出す。 

また、文化芸術の力による心の復興に向け、文化的活動により心のケアや生きがいなどを見いだす芸術

家個人の様々な取組への支援を継続する。 

 

（３）文化芸術活動の促進 

県民の文化芸術活動を促進するため、優れた文化芸術活動への顕彰を行うほか、仙台フィルハーモニー

管弦楽団の活動支援や、県内芸術家・文化芸術団体等の活動を「芸術年鑑」として記録し、芸術家等の活

動成果や功績紹介に役立てる。 

 

（４）みやぎ文化の拠点づくり 

本県における文化の拠点施設である東京エレクトロンホール宮城（宮城県民会館）及び宮城県慶長使節

船ミュージアム（サン・ファン館）の管理運営について指定管理者へ委託する。また、県民会館とＮＰＯ

プラザの複合施設の整備を着実に進めるとともに、年度内のサン・ファン館のリニューアルオープンに向

けて、各種工事を行う。 
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主 要 事 業 概 要    ＜消文１＞  
 

 事  業  名 
消費生活センター機能充実事業 

〔消費生活対策事業〕 
ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
消費生活・文化課 消費者行政班（内線2523） 

相談啓発班 （内線2524） 
 Ｒ６当初予算額 ３９，０２６千円 

 事 業 主 体 県、市町村  事業期間 平成２１年度～ 

 補助・単独の別 国庫補助事業・県単独事業  補 助 率 １０／１０、１／２ 

 根 拠 法 令 
消費者安全法・消費者教育の推進に関する法律・消費生活条例・地方消費者行政強化

事業及び推進事業実施要領等 

事 

業 

目 

的 

消費者安全法では、消費生活センターを法的に位置付け、機能拡充・強化を図ることとしている。

このことを踏まえ、県消費生活センターの相談・指導体制等の機能拡充を図り、県民の消費生活の

安定と向上を図ることを目的とする。 

国の地方消費者行政強化交付金等を活用し、県及び市町村の消費生活相談体制の充実・強化を図

るための事業を実施する。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

（１）消費生活相談機能充実事業 

   法律の専門家による相談現場のサポートを実施し、消費者から寄せられる専門的分野の相談に   

対応する。 

 

（２）消費生活相談員レベルアップ事業 

   県及び市町村の消費生活相談員を対象とした研修会を開催し、消費生活相談員の資質の向上を図

る。 

 

 

（３）市町村消費者行政強化事業及び推進事業補助金の交付 

   市町村の消費生活相談窓口の対応力の向上等を図るため、相談員等のレベルアップや相談体制の

充実等に向けた取組に補助する。 

 

（４）外国人通訳支援サポーター派遣事業 

   訪日・在日外国人からの消費生活相談を受けるための体制（通訳等）を整備する。 

資 

 

 

料 
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  主 要 事 業 概 要    ＜消文２＞  
 

 事  業  名  消費者啓発事業 

〔消費生活対策事業〕 
ビ ○ 復   環  産  発  

 担当課室・班  消費生活・文化課 相談啓発班（内線2524）  Ｒ６当初予算額 １３，００１ 千円 

 事 業 主 体  県  事業期間   

 補助・単独の別  国庫補助事業・県単独事業  補 助 率   １０／１０、１／２ 

 根 拠 法 令 消費者基本法・消費者安全法・消費者教育の推進に関する法律・消費生活条例・ 

地方消費者行政強化事業及び推進事業実施要領等 

 事 

 業 

 目 

 的 

 令和３年３月策定の「消費者教育推進計画（第２期）」に基づき、自立した消費者の育成、更には

消費者市民社会の形成を目的として消費者教育を推進する。特に、令和４年４月からの成年年齢引下

げにより、若年者の消費者被害が懸念されることから、引き続き中学・高校向けの取組に加え、大学

等とも連携した取組を進める必要がある。 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

   

１ 背景 

   消費者の自立を支援するため、機会を捉えて、消費生活に関する知識の普及及び情報の提供等消

費者に対する啓発活動を推進するとともに、学校、地域、家庭、職域その他様々な場を通じて消費

生活に関する教育を充実する必要がある。成年年齢引下げを踏まえ、学校をはじめ教育部門との連

携を進めるとともに、エシカル消費や企業の消費者志向経営を促進する必要がある。 

 

 ２ 事業内容 

 （１）若年層への消費者教育強化事業 

①成年年齢の引下げを踏まえ、教員向け講座の実施や指導用教材等（小・中・高校生向け）作成

による授業支援、講師派遣 

②生徒・教員・保護者向け講座への講師派遣 

③大学との連携による県内大学における消費生活講座の実施 

（２）消費生活サポーター事業 

身近な地域において、地域と行政のパイプ役を担うボランティアである「消費生活サポーター」

の制度を見直し、より活発な活動を行うことができるよう支援する。  

（３）エシカル消費促進事業 

「エシカル消費」を広く周知するため、社会人を対象とした普及啓発セミナーを開催するほか、

民間のイベントと連携し、消費者への啓発を行う。 

（４）消費生活講座開催及びパネル展示 

福祉施設、地域の団体等を対象にした出前講座へ消費生活相談員を講師として派遣し、消費生

活に関する情報提供を行うほか、パネル展示、啓発ＤＶＤ等の貸出を行う。 

（５）消費者被害の未然防止 

広く消費者に安全安心な暮らしに必要な情報を提供するほか、特に若者や高齢者向けにメディ

ア等を活用した広報を行う。 

 資 

 

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜消文３＞  
 

 事  業  名 みやぎ県民文化創造の祭典（芸術銀河）開催事業 ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 消費生活・文化課 文化振興班（内線2527）  Ｒ６当初予算額 １４，９００千円 

 事 業 主 体 実行委員会  事業期間 平成９年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  

 根 拠 法 令  

事 

業 

目 

的 

市町村、文化施設、文化活動団体等と連携・協力し、優れた文化芸術の鑑賞と発表の機会を充実しな

がら、県内各地で開催される文化芸術活動を総合的に結びつけることで、みやぎらしい創造的な文化芸

術圏を創り出す。また、これらの取組を展開する中で東日本大震災からの心の復興につなげていく。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 事業主体  みやぎ県民文化創造の祭典実行委員会（会長：知事） 

 

２ 開催期間  ９月～１１月を中心に通年 

 

３ 開 催 地    県内全域 

 

４ 事業内容 

（１）主催事業 

     ・舞台ワークショップ 

    ・音楽アウトリーチ 

    ・美術ワークショップ など 

 

（２）共催事業  県及び県関係団体が主催する主要な文化芸術事業 

         「東北文化の日」推進事業 

 

（３）協賛事業  芸術銀河の趣旨に賛同する各団体が主催する県内の文化芸術事業 

 

（４）広域文化活動支援  宮城県芸術祭共催  

みやぎ県民文化祭共催 

資 

 

 

料 
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主 要 事 業 概 要    ＜消文４＞  
 

 事  業  名 文化芸術による心の復興支援事業 ビ  復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 消費生活・文化課 文化振興班（内線2527）  Ｒ６当初予算額 ２，０００千円 

 事 業 主 体 県、個人 事業期間 平成２８年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令  

事 

業 

目 

的 

文化芸術の持つ豊かな人間性を育む力に着目し、音楽や演劇、地域芸能等の身近な文化芸術を媒介

として、被災者の心のケアや生きがいづくりによる心の復興や、災害公営住宅入居者と地域住民らの

交流の活性化等を図る。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 概要 

被災者が他者とのつながりや生きがいをもって前向きに生活することを支援するため、災害公営

住宅等で実施するコンサートやワークショップ等、文化芸術の力を活用した被災者支援事業に要す

る経費について助成するもの。 

事業名：宮城県文化芸術の力による心の復興支援事業助成金 

 

２ 助成対象 

芸術家個人（上限１５０千円） 

 

３ 助成対象事業 

芸術家個人が行う演劇、コンサート、落語、朗読などの鑑賞型又はワークショップなどの参加型

の文化芸術を活用した被災者支援事業 

 

４ これまでの経緯 

・本事業は、第２期文化芸術振興ビジョンの重点取組である「文化芸術の力による震災からの心の復

興」を推進するため、平成２８年度に創設。被災者支援総合交付金（以下「交付金」という。）及

び東日本大震災復興基金（以下「復興基金」という。）を活用し、文化的な活動により心の復興に

資する取組を行う団体・個人へ助成を実施してきた。 

・令和３年度から、交付金を財源とする事業は「ＮＰＯ等による心の復興事業」と統合した。 

・身近で行われる比較的小規模な取組は、特に身体的な理由等で主体的な参加が困難な高齢の被災者

等にとって、心の癒やしや交流につながる貴重な機会となることから、本事業では、そうした取組

に対し、復興基金を活用し、継続して助成を実施するもの。 

資 

 

 

料 
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主 要 事 業 概 要    ＜消文５＞  
 

 事  業  名 県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備事業 ビ  復  環  産  発   

 担当課室・班 消費生活・文化課 複合施設整備班（内線2566）  Ｒ６当初予算額   ３７０，６００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間  令和４年度～ 

 
 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率   

 根 拠 法 令  

 事 

 業 

 目 

 的 

 

宮城県民会館及び宮城県民間非営利活動プラザ（みやぎＮＰＯプラザ）の複合施設について、 

令和３年３月に策定された施設整備に向けた基本的な考え方を示す「仙台医療センター跡地における

県有施設の再編に向けた基本構想」に基づき、新築設計業務等を行うもの。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

  

複合施設の新築整備に向けて、基本設計及び実施設計を一体で行うもの。 

 

 事業内容 

１ 新築設計業務 ・・・ 365,042千円 

複合施設の実施設計 

  ２ その他（事務費等） ・・・ 5,558千円 

 

事業スケジュール 

令和４年度～６年度   基本・実施設計 

管理運営計画の策定 

令和７年度～      新築工事 

運営者の選定、開館準備 

令和１０年度中     開館（予定） 

 

 

 資 

 

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜消文６＞  
 

 事  業  名 県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備等支援事業 ビ  復  環  産  発  

 担当課室・班 消費生活・文化課 文化施設管理班（内線2445）  Ｒ６当初予算額  ３３，８００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和４年度～ 

 
 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  

 根 拠 法 令  

 事 

 業 

 目 

 的 

宮城県民会館及び宮城県民間非営利活動プラザ（みやぎＮＰＯプラザ）の複合施設に係る新築設計 

業務等において、発注者を支援する業務を委託により実施するもの。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

複合施設の新築設計業務の内容について、専門的な知見から発注者を支援する業務を委託により 

実施する。併せて、新たな県民会館の管理運営計画の策定を支援する業務を実施する。 

 

１ 複合施設新築設計支援業務 ・・・ 6,045千円 

複合施設新築設計業務では、ホールの特殊性を踏まえた検討が必要であるが、県では検討内 

容の妥当性を判断するためのノウハウ等が不足することから、発注者を支援する業務を実施す 

るもの。 

２ 管理運営計画策定支援業務 ・・・ 5,473千円 

複合施設は、新たな機能の追加や施設の規模拡大等が予定されており、従来での体制による 

管理・運営は難しいことから、管理・運営に関する新たな計画の策定を支援する業務を実施す 

るもの。 

  ３ 他県施設調査等 ・・・ 1,527千円 

  ４ 新県民会館の開館に向けた県文化振興財団の体制整備支援 ・・・ 20,755千円 

    新県民会館開館に向けた専属チームを財団に設置し、専門家人材の効果的な登用など体制検 

討等を行うため、県職員の派遣に係る経費や、専属職員を確保するための経費及び事例調査の 

ための旅費等を補助するもの。 

 

 

 

 資 

 

 

 料 
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あらゆる分野における男女共
同参画の推進

＜共社７＞

◇青少年育成県民運動推進事業
青少年健全育成対策の推進

＜共社７＞

◇インターネット安全利用推進事業
青少年非行防止対策の推進

■子ども・若者支援体制強化事業（再掲）

　Ⅳ　被災地の復興完了に向けたサポート

◇宮城県男女共同参画審議会の運営

◇男女共同参画基本計画の進行管理

◇宮城県女性人材リストの整備

◇民間非営利活動プラザ

３　ＮＰＯ活動と県民運動の
　　促進

◇住みよいみやぎづくり功績者表彰

４　青少年の健全育成の推進

◇コミュニティ助成啓発推進事業

◇すばらしいみやぎを創る運動推進事業

＜共社５＞

■安全・安心まちづくり推進事業

◇審議会等における女性委員の登用推進

■ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業（再掲）

◇民間非営利活動促進委員会

◇青少年健全育成県民総ぐるみ運動事業

■みやぎ若者活躍応援事業

◇青少年行政推進体制の強化

◇青少年問題協議会

◇青少年専門員の設置

＜共社６＞

＜共社１＞

＜共社６＞

◇青少年健全育成条例の施行

＜共社８＞

■子ども・若者支援体制強化事業

NPO活動の支援・促進及びNPO
とのパートナーシップの確立

■地域女性活躍推進事業（つながりサポート型）

青少年行政の総合調整

県民運動の推進

◇内閣府主催「青年海外派遣事業，外国青年受入事業」

共同参画社会推進課

[施　策　体　系]

　Ⅱ　安全安心社会の実現

安全・安心まちづくりの推進

男女共同参画に関する行政の
企画及び総合調整

　Ⅲ　協働共創社会の実現

２　男女共同参画の推進

１　犯罪のない安全・安心
    まちづくりの推進

男女共同参画社会の形成に向
けた意識啓発の充実

◇市町村男女共同参画行政推進

■ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業

＜共社４＞

＜共社２＞

＜共社３＞

■地域女性活躍推進事業

◇男女共同参画相談と自立サポート事業

■みやぎの女性応援プロジェクト推進事業

■いきいき男女共同参画推進事業

＜共社９＞

■ＮＰＯ活動推進事業

◇特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）施行関連事務

◇県有遊休施設等の有効利用によるＮＰＯの拠点づくり事業

＜＞は事業概要ページの
右上番号に対応注）■は主要事業 は新・宮城の将来ビジョン推進事業 は復興・サポート事業ビ 復

復

ビ

ビ

ビ

復

復

ビ

ビ

ビ

復ビ

ビ
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[施策の概要] 
１ 男女共同参画に関する総合的な企画及び調整 

「宮城県男女共同参画基本計画（第４次）」に基づき、男女共同参画施策を総合的かつ効果的に推進す
るため、基本計画の進捗状況を管理し、年次報告としてまとめ公表する。 
また、セミナーの共催事業等により、市町村の男女共同参画に向けた取組を支援するとともに、「みや

ぎ男女共同参画相談室」において、男女共同参画に関する諸問題や性的マイノリティについての相談に
対応する。 

２ 男女共同参画社会の形成に向けた意識啓発の充実 
男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進するため、男女共同参画に関する各種情報や個人、団体、

企業等の先進的な取組に関する情報を提供する男女共同参画サイトを運営するとともに、県民等を対象
とした性的マイノリティへの理解増進をはじめ、シンポジウム等の開催により意識啓発 の充実を図
る。 

３ あらゆる分野における男女共同参画の推進 
男女共同参画社会を形成していくためには、あらゆる場面に女性の意見や考えを反映させる必要がある

ことから、経済団体やＮＰＯ等と連携して、「みやぎの女性活躍促進連携会議」や「みやぎイクボス同
盟」の取組を進めるとともに、若年女性の県内定着に向けての取組を強化するほか、困難な問題を抱える女
性支援を行うなど、女性が持てる力を十分に発揮できる環境づくりを推進する。 
さらに、「女性のチカラを活かす企業」認証制度の実施やＮＰＯ等多様な主体と連携したイクボスフォ

ーラムや各種セミナー等の開催により、男女共に働きやすい就業環境づくりを促進する。 

４ ＮＰＯ活動の支援・促進及びＮＰＯとのパートナーシップの確立 
「宮城県民間非営利活動促進基本計画（第５次）」に基づき、社会的・公益的な活動を担う重要な主体

であるＮＰＯの活動を促進するため、中核拠点施設である「みやぎＮＰＯプラザ」を運営するととも
に、各地域のＮＰＯ支援施設等の機能強化に取り組むほか、新たなみやぎＮＰＯプラザでは、県民会館
との複合化のメリットを活かし、ＮＰＯ活動に関わる人の増加や多様なＮＰＯ活動が可能となるよう検
討を進める。また、ＮＰＯ活動を支援するサイト「みやぎＮＰＯ情報ネット」の機能向上や、企業等の
人材が専門知識や技能を活かして参加する社会貢献活動であるプロボノの取組の推進、ＮＰＯ等の絆力
を活かした震災復興支援事業等を通じ、ＮＰＯと多様な主体との協働を促進する。 

５ 県民運動の推進 
活力のある個性的で心豊かな地域社会の実現を目指し、「すばらしいみやぎを創る協議会」への助成及

び事業共催や、コミュニティの健全な育成を図るため、一般財団法人自治総合センターが実施するコミ
ュニティ助成事業に係る市町村指導等を行う。 

６ 犯罪のない安全・安心まちづくりの推進 
「犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり基本計画（第４期）」に基づき、「犯罪のないみやぎ安全・安

心まちづくり各種防犯指針」の周知、地域安全教室への講師派遣や地域防犯リーダーの養成、地域ネッ
トワークフォーラムの開催などを行う。 
また、犯罪被害者等支援条例（令和６年４月改正施行）に基づき、計画を改定し、見舞金制度を創設す

るとともに支援専門職を対象とした研修の開催や被害者支援の理解促進に取り組む。 
さらに、潜在化しやすい性犯罪・性暴力被害者を対象とした「性暴力被害相談支援センター宮城」の運

営により、被害者一人ひとりの状況に応じた適切な支援を行う。 
７ 青少年行政の総合調整 

「みやぎ子ども・若者育成支援計画（青少年の健全な育成に関する基本計画（第３次））」に基づき、関
係機関等と連携して、総合的かつ効果的に施策を推進し、計画の進捗状況等を公表する。 
また、青少年の健全な育成に関する活動を推進するため、青少年専門員を配置するほか、内閣府主催の

青年海外派遣・外国青年受入の調整等を行う。 
さらに、困難を抱える子ども・若者に対する支援体制の強化を図るため、「子ども・若者支援地域協議

会」や「石巻圏域子ども・若者総合相談センター」等の運営を行う。 

８ 青少年健全育成対策の推進 
青少年問題の重要性に鑑み、県民の総意を結集して青少年の健全育成を図るため設置した「青少年のた

めの宮城県民会議」の各種事業を通して、県民への啓発と青少年健全育成活動の普及・定着を図る。 
また、次代を担う人材を育成するため、中学生を対象とした「ネクストリーダー養成塾」の実施や青少

年が県政課題に意見表明する機会の提供など、青少年の社会参加及び活躍を支援する。 

９ 青少年非行防止対策の推進 
青少年によるいじめや非行等の問題行動を未然に防止するため、関係行政機関、民間団体、家庭、学校

及び地域が一体となり「青少年健全育成県民総ぐるみ運動」を展開する。 
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また、青少年のインターネットの安全安心利用を促進するため、青少年健全育成条例の普及啓発や講師
派遣等を行うとともに、有害環境の浄化に取り組むため、図書類取扱事業者等への立入調査・指導等を
実施し、青少年の健全育成のための環境整備を推進する。 
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      主 要 事 業 概 要    ＜共社１＞ 
 

 事  業  名 安全・安心まちづくり推進事業 ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課  
安全・安心まちづくり推進班（内線2567）  Ｒ６当初予算額  ３２，３００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２９年度～令和７年度 

 補助・単独の別 １～７県単独、８補助  補 助 率 １～７（０）、８（１／２、１／３） 

 根 拠 法 令 
犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり条例、子どもを犯罪の被害から守る条例、 

犯罪被害者等支援条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

・ 行政、県民、事業者など多様な主体が連携・協働し、「自らの安全は自らが守る」、「地域の安全

は地域が守る」という気運を醸成し、安全・安心まちづくりを県民運動として推進するもの。 

・犯罪被害者等が一日も早く被害から回復し、社会の中で再び平穏な生活を営むことができるよう、犯

罪被害者等に寄り添った支援の強化に取り組むもの。 

・ 国において、令和２年度から令和４年度まで性犯罪・性暴力対策強化を図り、令和5年度から令和

7年度を更なる集中強化期間と定めた。県としては、 性暴力被害者の一層の支援充実を図るため、「性

暴力被害相談支援センター宮城」の運営業務の委託、広報啓発を推進するもの。 

 

 
 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり基本計画 

安全・安心まちづくり委員会及び市町村安全・安心まちづくり行政主管課長会議を開催する。 

２ 地域安全教室講師派遣事業 

県民の地域防犯意識向上のため、防犯ボランティア団体等が行う防犯教室等に講師を派遣する。

併せて、福祉施設等への不審者対応訓練の支援のための講師派遣を行う。 

３ 安全・安心まちづくりに関する広報・啓発事業 

県内の学生、生徒、児童を対象とした防犯に関するリーフレット並びにながら見守り活動に係る

リーフレットの作成。配布及びラジオ広報を実施する。 

４ 地域防犯リーダー養成講座 

地域防犯活動のリーダー育成のため、防犯マップ作成を活用した地域安全指導者養成講座を開催

する。 

５ 安全・安心まちづくり地域ネットワークフォーラム 

地域住民、防犯ボランティア等への防犯指針を普及啓発するとともに、連携した取り組みを行う

ためのフォーラムを開催する。 

６ 犯罪のない安全・安心まちづくりの気運の醸成 

犯罪のない安全・安心まちづくりの気運の醸成を図るため、県民大会・フォーラム等を開催する。 

７ 犯罪被害者等支援事業 

宮城県犯罪被害者等支援条例の改正を契機に犯罪被害者への支援援強化のため、計画改定、見舞

金支援制度創設、支援専門職研修会、理解促進等に取り組む。 

８ 「性暴力被害相談支援センター宮城」運営事業 

性暴力被害者の支援充実を図るため、「性暴力被害相談支援センター宮城」の運営業務を委託、広

報啓発を実施する。 

 

 資 

 

 

 料 

【令和５年度実績】 
・安全・安心まちづくり委員会の開催（1回） 
・地域安全教室等講師派遣（44回） 
・地域防犯リーダー養成講座の開催（3 回） 
・安全・安心まちづくり地域ネットワークフォーラムの開催（1回） 
・犯罪被害者等支援施策研修会（1回） 

・「性暴力被害相談支援センター宮城」取扱件数 R5.4～R6.2末現在 1,092件（昨年同期824件） 

 

107



 

主 要 事 業 概 要    ＜共社２＞  
 

 事  業  名 みやぎの女性応援プロジェクト推進事業 
ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課男女共同参画推進班 

（内線2568） 
 Ｒ６当初予算額 ２０，８４９千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和４年度～令和６年度 

 補助・単独の別 国補助金（デジタル田園都市構想交
付金、地域女性活躍推進交付金） 

 補 助 率  各１／２ 

 

 根 拠 法 令 － 

 事 

 業 

 目 

 的 

本県では、大学、短期大学などを卒業し、就職する若年層の約半数近くが県外に転出しており、高齢化

や人口減少の要因の一つとなっていることから、多くの若年層が県内に定着しやすい環境の整備促進や、

施策の推進に取り組むもの。 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

１ みやぎ女性活躍現場訪問 

県内の大学、短期大学に在籍する女子学生が、女性活躍や多様な働き方などに積極的に取り組む県

内企業を訪問し、実際の就業現場の見学や会社で働く方々との意見交換等を行うことにより、県内企

業等の魅力を知り県内への就職意識を高めるとともに、今後の自身のキャリアについて考える契機と

する。 

２ 女性応援ポータルサイト運営 

女性活躍や多様な働き方などに取り組む県内企業の情報や、県内で活躍する女性の紹介、女性支援

施策等など、若年女性の就職に有用な情報を総合的に発信し、若年女性の県内定着を図る。 

３ 女性にやさしい職場環境づくりモデル事業 

女性の採用や活躍ができる環境の整備に意欲的な企業に対し、専門家を設置して、現状の分析や目

標の設定、就業規則改正等の指導・助言を行うとともに、女性が働きやすい環境とするための施設・

設備の整備に要する費用の一部を補助するなど、ソフト・ハード両面による伴走型支援を行う。 

４ 女性活躍研修 

県内企業等の女性活躍や多様な働き方の重要性を啓発するためのセミナーを行う。 

 

 

 資 

 

 

 料 

【令和５年度実施事業】 

○みやぎ女性活躍現場訪問 

・2回実施：参加人数：32人 

（令和 6年 2月 9日（2社：参加人数 22人）、令和 6年 2月 15日（2社：参加人数 10 人） 

○女性応援ポータルサイト運営 

・追加掲載：女性応援企業：11社、宮城で働く女性：14人、プラスコンテンツ：2件 

○女性にやさしい職場環境モデル事業 

・女性にやさしい職場環境モデルづくりアドバイザー派遣による支援：15事業者 

・女性にやさしい職場環境づくりモデル事業補助金による支援：    6事業者 

○女性活躍研修 

みやぎイクボス＆女性活躍推進セミナー（令和 6年 2月 1日：60人参加） 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社３＞  
 

 事  業  名 いきいき男女共同参画推進事業 
ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課男女共同参画推進班 

（内線2568） 
 Ｒ６当初予算額 ３,６５２千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２３年度～令和６年度 

 補助・単独の別 県単独  補 助 率  － 

 根 拠 法 令 宮城県男女共同参画推進条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

企業等におけるポジティブ・アクションやワーク・ライフ・バランスについての普及啓発を図ることに

より、女性も男性も能力を発揮しやすい両立支援等の充実した職場環境づくりを促進するとともに、キャ

リアアップを目指す女性や女性の活躍促進を支援する人材の育成を行い、男女共同参画の実現に資するも

の。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 「女性のチカラ」は企業の力普及推進事業 

（１）「女性のチカラを活かす企業」認証制度 

ポジティブ・アクション等の推進に取り組む企業等を認証し、認証書等を交付する。 

（２）普及推進事業 

認証企業のうち、顕著な取組を行っている企業の表彰やシンポジウムの開催等を行う。 

２ 男性にとっての男女共同参画推進事業 

職場や家庭における男女の固定的役割分担の弊害に男性が気づき、男女共同参画が男性にもプラス

であることの理解を深められるよう、セミナーや市町村との共催で地域ワークショップの開催等を行

う。 

３ いきいき男女共同参画人材育成事業 

女性の人材育成や、女性の活躍促進を支える人づくりを推進し、労働者が仕事と生活の両立を図り

ながら、企業等において能力を発揮し、いきいきと活躍し続けることを支援する。 

（１）いきいきキャリアスタート事業 

就職前の学生を対象に、ワーク・ライフ・バランス等の普及啓発事業を実施（高校、大学） 

（２）いきいきキャリアアップ事業 

就業している女性を対象に、地域の企業で活躍するロールモデルを招いてワークショップを開催 

 ４ イクボス普及推進事業 

   女性活躍推進や男性の子育て、親族の介護など時間的な制約を持つ社員が多くなる中、管理職に対

して「イクボス」の必要性を普及啓発し、積極的に意識改革を行うため地域フォーラムを開催する。 

 

 

 資 

 

 

 料 

 

＜「女性のチカラを活かす企業」認証数＞（令和 6年 3月 1日現在） 
                                         （単位：件） 

    Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ元 Ｈ30 Ｈ29 Ｈ28 

「女性のチカラを活かす企業
認証書」交付数 

６２９ ５７３ ５０８ ４２９ ３０８ ２９０ ２８９ ３６１ 

「ポジティブ・アクションの
推進に係る確認書」交付数 

６１７ ５６４ ４８３ ３８６ ２４０ ２１８ ２０３ ２０２ 

認証企業のうちゴールド認証
企業 

４３ ３９ ３６ ３２ ２７ ２６ ２８  ２１ 

※認証の期間は２年間 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社４＞  
 

 事  業  名 地域女性活躍推進事業 

〔男女共同参画・女性活躍社会推進事業〕 
ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課男女共同参画推進班 

（内線2568） 
 Ｒ６当初予算額 ４，１８６千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２７年度～令和６年度 

 補助・単独の別 国補助（地域女性活躍推進交付金）  補 助 率 国補助率 １／２ 

 
 根 拠 法 令 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

 事 

 業 

 目 

 的 

女性の活躍による地域経済の活性化や多様な地域課題の解決に期待が高まっている中、経済団体や各

種団体との連携体制を構築し、女性が活躍しやすい環境の整備を推進するもの。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 「みやぎの女性活躍促進連携会議」の運営 

県内の経済団体等１５団体で構成する連携会議において、女性の活躍促進に関する事業について

意見交換や具体的な連携事業の検討を行う。また、平成３０年度に開催した「ＷＩＴ２０１８宮城」

の継承事業として、他事業と連携し、講演会を実施する。 

２ 「みやぎの女性活躍促進サポーター」養成事業 

地域における普及啓発を担うリーダーを養成するセミナーを各地（３回）で開催し、受講者に受 

講書を交付する。また、受講者同士の親睦や交流を深めるための交流会（１回）を開催する。 

３ 女性活躍ネットワーク事業 

地域に根差したＮＰＯ等多様な主体の育成支援と女性をはじめとした多様な人材の育成を図るた

め、「みやぎの女性活躍促進拠点づくりモデル事業（H29～R1）」で掘り起こした県内６団体のネット

ワーク形成と連携を支援する。また、県との連携・協働による研修会やセミナー等を地域で開催し、

県内全域における男女共同参画の普及啓発や女性が活躍しやすい環境の整備を促進する。 

  

 

 資 

 

 

 料 

 

【令和４年度実施事業】 

 ○イベント開催による普及啓発事業（共催） 

  ・令和 6年 2月 6日「女性のチカラは企業の力」普及推進シンポジウム 

   フェムケアブームのその先の、社会課題を考える 

 ○「みやぎの女性活躍促進サポーター」養成事業 

  ・令和 6年 1月 15日（利府町）、令和 6年 1月 19日（大郷町）、令和 6年 1月 25日（川崎町）、 

令和 6年 2月 6日（仙台市） 

 ○女性活躍ネットワーク事業（セミナー等の開催） 

  ・令和 5年 12月 17日（大崎市）、令和 6年 1月 23日・24日（登米市）、 

令和 6年 2月 28日（石巻市） 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社５＞  
 

 事  業  名 ＮＰＯ活動推進事業 ビ ◯ 復  環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課ＮＰＯ・協働社会推進班 

（内線 2576） 
 Ｒ６当初予算額 ８，５８０千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２９年度～令和６年度 

 補助・単独の別 単独  補 助 率  

 根 拠 法 令  

事 

業 

目 

的 

 ＮＰＯ・企業・行政等が求めるＮＰＯ情報をより効果的に収集・発信し、ＮＰＯネットワークの強

化やＮＰＯと多様な主体の協働を促進していくため、県内のＮＰＯ活動を支援するサイト「みやぎＮ

ＰＯ情報ネット」を再構築し、ＮＰＯと多様な主体とのパートナーシップを推進する。また、プロボ

ノの普及啓発及び中間支援組織（ＮＰＯ支援組織）の支援力を向上させることによりＮＰＯの組織基

盤強化を図る。 

事 
 

業 
 

計 
 

画 

１ 「みやぎＮＰＯ情報ネット」の再構築によるＮＰＯネットワークの強化及び企業、行政との協働

の推進 

   ＮＰＯ活動を支援するサイト「みやぎＮＰＯ情報ネット」について、ＮＰＯ団体、ボランティア

希望者、自治体などの利用者ニーズにあった使い勝手の良いプラットフォームの再構築を行い、利

便性を向上する。特に、ＮＰＯ団体等の情報発信やボランティアのマッチングを強化する機能を追

加することにより、ＮＰＯ活動に興味・関心のある方々や企業の参画を誘引する「みんなで広げる

協働のネットワークづくり」に取り組む。 

 

２ プロボノ事業 

  職業上の様々なスキルや経験を活かした社会貢献活動である「プロボノ」によるＮＰＯ支援を推

進するため、企業や行政、ＮＰＯの支援組織を対象に普及啓発セミナー等を実施する。 

 

３ ＮＰＯ支援施設フォローアップ事業 

  県内各地域のＮＰＯを支援するＮＰＯ支援施設や中間支援組織の支援力の向上を図るため、みや

ぎＮＰＯプラザを中核とする連携・協働体制の構築、ＮＰＯ支援施設等の機能強化を支援するとと

もに、ＮＰＯ支援施設職員を対象とした人材育成研修を実施するほか、各地域のニーズを踏まえた

協働事業を実施する。〔委託事業〕 

（１）ＮＰＯ支援施設の活動支援（事業の企画・運営支援） 

（２）人材育成研修の開催 

（３）みやぎＮＰＯプラザとＮＰＯ支援施設との協働事業の実施（ＮＰＯ支援講座等の開催） 

資 
 

 

料 

 【令和５年度実績】 

 １ みやぎＮＰＯ情報ネットの再構築 

   システムの具体的な機能や管理運営方法について検討を行うとともに、システム再構築を効率的

に行うため、データ移行の準備作業として、現行サイトのデータ整理を委託により実施した。 

２ プロボノ普及啓発セミナーの実施 

令和６年２月２９日 参加者３３名 

３ ＮＰＯ支援施設フォローアップ事業 

（１）ＮＰＯ支援施設の活動支援：各支援施設（１１施設）訪問による情報共有・意見交換 

（２）人材育成研修：令和６年２月１５日・１６日 参加者１８名 

（３）支援施設との協働事業：５支援施設との協働事業を実施（助成金個別相談会等） 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社６＞  
 

 事  業  名 ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業 ビ  復 ◯ 環  産  発  

 担当課室・班 
共同参画社会推進課ＮＰＯ・協働社会推進班  

（内線 2576） 
Ｒ６当初予算額 ９４，８００千円 

 事 業 主 体 県、ＮＰＯ等 事業期間 平成２８年度～令和７年度 

 補助・単独の別 
国補助（内閣府所管交付金又は 

復興庁所管交付金） 
 補 助 率 国庫補助２／３又は１０／１０ 

 根 拠 法 令 
ＮＰＯ等の「絆力」を活かした復興・被災者支援事業実施要領 

被災者支援総合交付金実施要綱 

事 

業 

目 

的 

地域コミュニティの形成や被災者の心のケア等の課題に対応するため、ＮＰＯ等が被災者と被災

者、被災者と行政、被災者と支援者等を結びつける「絆力」を活かして行う復興・被災者支援の取

組を推進するとともに、被災者が安定的な日常生活を営むことができるように、被災者が人とのつ

ながりや生きがいを持つための取組を支援する。 

事 
 

業 
 

計 
 

画 

１ ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業 

（１）ＮＰＯ等の絆力を活かした復興・被災者支援事業補助金《補助率 9/10～7/10》 

    ＮＰＯ等が行う被災者と被災者、被災者と行政、被災者と支援者等を結び付ける「絆力」を活

かした復興・被災者支援の以下の取組に対して補助金を交付する。 

・被災者の心のケア、健康・生活支援に向けた取組 

    ・コミュニティ形成等の復興に向けた取組 

    ・原子力災害からの復興に向けた取組 

    ・復興・被災者支援を行うＮＰＯ等をサポートする中間支援の取組 

（２）復興・被災者支援を行うＮＰＯ等の絆力強化事業《委託事業》 

復興・被災者支援を行うＮＰＯ等と支援者等を結びけるためのネットワークの構築やＮＰＯ等

が効果的に復興・被災者支援を行うための情報収集・提供等を中間支援組織等への委託により実

施する。 

 

２ ＮＰＯ等による心の復興支援事業補助金（被災者支援総合交付金事業）《補助率 9/10～7/10》 

ＮＰＯ等が行う被災者の活動機会の創出や生きがいづくり等の心の復興の取組に対して補助金

を交付する。 

    ・被災者が主体的に参画し、人と人とのつながりや生きがいを持つための取組 

・多くの被災者及び関係住民等の参加が見込まれる取組 

・単発のイベント実施等ではなく、被災者が継続的に参加できる事業 など 

 

※「ＮＰＯ等」とは、特定非営利活動法人、ボランティア団体、公益法人、社会福祉法人、学校法人、

地縁組織（自治会、町内会等）、協同組合その他の民間非営利組織、ＮＰＯ等及び地方公共団体を

その構成員に含む協議体をいう。 

資 
 

料 

【令和５年度実績】 

１ ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業 

  ・ＮＰＯ等の絆力を活かした復興・被災者支援事業補助金 

 補助団体：１０団体 

  ・復興・被災者支援を行うＮＰＯ等の絆力強化事業 

   委託件数：４件（ネットワーク構築事業、調査・提案事業等） 

２ ＮＰＯ等による心の復興支援事業 

   補助団体：３３団体 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社７＞  
 

 事  業  名 子ども・若者支援体制強化事業 ビ ○ 復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 共同参画社会推進課青少年育成班（内線2577）  Ｒ６当初予算額 １８，３１３千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２８年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 子ども・若者育成支援推進法 

 事 

 業 

 目 

 的 

 不登校、ひきこもり、ニートなど社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者(概ね39歳

まで）に対する支援を効果的かつ円滑に実施するため、関係機関のネットワークの構築、強化を進める

とともに、様々な相談に応じる相談センターを運営するもの。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）に基づき、子ども・若者支援地域協議会及

び子ども・若者総合相談センターを運営するもの。 

 

１ 子ども・若者支援地域協議会運営事業 

  ○宮城県子ども・若者支援地域協議会（構成機関：５３機関）の運営 

   代表者会議及び実務担当者部会（石巻圏域以外）の開催により、関係機関の連携を強化すると

ともに、地域における支援のあり方を検討する。 

  ○石巻圏域子ども・若者支援地域協議会（構成機関：６２機関）の運営 

   石巻圏域子ども・若者総合相談センターと連携、情報交換等を行いながら、石巻圏域（石巻市、

東松島市、女川町）における関係機関の連携を強化し、支援体制の充実を図る。 

 

２ 子ども・若者総合相談センター設置事業 

石巻圏域において、子ども・若者に関する様々な相談に応じるセンターを運営し、支援機関の

紹介や必要な情報の提供、助言を行う。また、新たに県南圏域での相談窓口を開設する。 

 資 

 

 

 料 

 

【令和５年度実績】 

 ○宮城県子ども・若者支援地域協議会 

   実務担当者部会を圏域ごとに年２回開催 

第１回 仙南(令和 5年 5月 26 日)、登米・気仙沼(令和 5年 5月 30日)、仙台(令和 5年 6 月

2 日)、大崎・栗原(令和 5年 6月 14日) 

第２回 仙南(令和 5 年 11 月 7 日)、登米・気仙沼(令和 5 年 11 月 8 日)、大崎・栗原(令和 5

年 11 月 13日)、仙台(令和 5 年 11月 14 日) 

○石巻圏域子ども・若者支援地域協議会 

全体会議（令和 5年 6 月 7日）、実務者会議（令和 5年 9月 4 日、令和 6年 1月 22 日） 

○石巻圏域子ども・若者総合相談センター（委託先：特定非営利活動法人 TEDIC） 

  相談延べ件数（令和 5年度:令和 5 年 4月 1日～令和 6年 2月 28日実績） 

                                      （単位：件）                                                                        

 

 

年度 
延べ

件数 

相談内容の内訳 

就 労 ひきこもり 不登校 進 路 家庭問題 対人関係 その他 

令和 5 1,395 61 114 266 169 279 25 481 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社８＞  
 

 事  業  名 みやぎ若者活躍応援事業 ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 共同参画社会推進課青少年育成班（内線2577）  Ｒ６当初予算額  ２，５５４千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２６年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独  補 助 率  － 

 根 拠 法 令 青少年健全育成条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

 宮城の次代を担う人材を育成するため「ネクストリーダー養成塾」の開催や青少年が意見表明する機

会の提供等により、青少年の社会参加及び活躍を支援し、地方創生の推進に資する人づくりに取り組む

もの。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ ネクストリーダー養成塾事業 

  県内の中学生を対象とし、知事や様々な分野で活躍されている方々の講話、グループワーク、意

見発表などを通して、宮城を支える次代のリーダーを育成するもの。 

 ［期日］ 宿泊研修 令和 6年 8 月 2日（金）～ 4 日（日） 

［対象］ 県内の中学生〔宿泊研修〕50人程度 

 ［会場］ 宮城県庁、東北自治総合研修センター 

  

２ みやぎの青少年意見募集事業 

  青少年に対し県の政策課題等についての意見表明の機会を提供することにより、青少年の社会参

加の意識を高め、地域で主体的に活躍できる人材を育成する。 

 ［対象］県内在住の中学１年生から２９歳までの青少年５０人  

 ［内容] 青少年から県政課題等に対する意見をインターネット等により報告してもらう。また、担当

部局職員との意見交換の場を設定し、青少年に意見表明の機会を提供する。 
 

 

 資 

 

 

 料 

 

【令和 5 年度ネクストリーダー養成塾事業の実績】 

  開催日等 〔宿泊研修〕令和 5 年 8月 4日（金）～6日（日）、宮城県庁・東北自治総合研修ｾﾝﾀｰ 

〔オンライン研修〕令和 5年 8月 18日（金）～9月 18 日（月）、動画配信(You Tube) 

  参加者  〔宿泊研修〕36人 〔オンライン研修〕12人 

  内 容  知事、俳優（元ＡＫＢ４８）岩田 華怜氏、 

仙台青葉学院短期大学教授 遠藤 憲子氏、 

一般社団法人ワカツク代表理事 渡辺 一馬氏、 

ヤグチ電子工業株式会社取締役社長 佐藤 雅俊氏の講話、 

グループワーク、意見発表等 
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主 要 事 業 概 要    ＜共社９＞  
 

 事  業  名 地域女性活躍推進事業（つながりサポート型） ビ  復  環  産  発  

 担当課室・班 共同参画社会推進課男女共同参画推進班（内線2568）  Ｒ６当初予算額 １５，０００ 千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和３年度～ 

 補助・単独の別 国補助（地域女性活躍推進交付金）  補 助 率 ３／４ 

 根 拠 法 令  

 事 

 業 

 目 

 的 

新型コロナウイルス感染症により、困難や不安を抱える女性について、地域の実情に応じた支援が

可能なＮＰＯ等の知見を活かし、社会との絆・つながりを回復するため、重点的に寄り添った支援を

行うもの。 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

１ 地域女性活躍推進事業（つながりサポート型）（１５，０００千円） 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、困難や不安を抱える女性に対して、ＮＰＯ法 

 人等と連携した相談窓口の設置や、アウトリーチ型支援、経済的に困窮している相談者へ 

 の生理用品の提供等の支援を行う。 

 

２ 支援内容  

○ 相談窓口の設置（電話、対面） 

○ アウトリーチ型の支援（訪問による相談や出張相談など） 

○ 行政機関等への同行支援 

○ 生理用品等の生活用品の提供 

 

３ 実施方法 

  県内を５地域に分けて、各地域で女性支援を行っているＮＰＯ法人等へ業務委託する。 

 

（支援地域） 

 

 資 

 

 料 

令和５年度実績（令和6年2月末時点） 

 相談件数：1,587件 

 

地域 市町村

1 県南
白石市，名取市,角田市，岩沼市，蔵王町，七ケ宿町，大河原
町，柴田町，村田町，川崎町，丸森町，亘理町，山元町

2 仙台北
塩竈市，多賀城市，富谷市，松島町，七ケ浜町，利府町，大和
町，大郷町，大衡村

3 石巻 石巻市，東松島市，女川町

4 栗原・大崎 大崎市，栗原市，加美町，色麻町，涌谷町，美里町

5 気仙沼・登米 気仙沼市，登米市，南三陸町
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